
調理師法施行規則附則第３項第７号に規定された調理師試験の受験

資格に係る学力認定要領

１ 目的

  この要領は、調理師法施行規則（昭和３３年厚生省令第４６号）附則第３項

第７号の規定に基づく調理師試験の受験資格に係る学力認定要件を定めるも

のである。

２ 審査対象者

  学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による各種学校として都道府県知事

によりその設置を認可されている外国人学校の中等部を修了した者、若しく

は学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第９５条第１号で規定

する「外国において、学校教育における９年の課程を修了した者」を満たして

いない者で埼玉県調理師試験の受験資格を得ようとする者

  

３ 審査方法

  審査対象者からの認定申請書等により、個別に審査を行う。

４ 申請受付期間

  毎年の調理師試験受験申請期間を考慮し、ホームページで公表する。

５ 申請先・申請方法

  申請者本人が埼玉県保健医療部保健医療政策課に持参若しくは簡易書留で

郵送すること。

  なお、持参する場合には必ず電話予約の上、申請時には写真付きの身分証明

書を持参すること。

６ 認定申請書類

  以下の書類を各１部提出すること。なお、収受の確認が必要な場合には別途、

以下の書類の写しを用意すること。

（１）都道府県知事によりその設置を認可されている外国人学校の中等部を

修了した者

  ア 認定申請書（埼玉県指定様式）

イ 履歴書（埼玉県指定様式）

ウ 最終学校卒業（修了）証明書（原本とする。写し不可）

    なお、外国人学校の中等部を修了した後、学校教育法による各種学校そ

の他これと同等以上と認められる教育施設に在学の経験がある者は、当

該外国人学校の修了証明書及び当該各種学校その他これと同等以上と認

められる教育施設の在学年数の証明書とする。



エ 日本国籍を有しない者は住民票の写し（国籍の記載のあるもの）

  当該住民票の写しは以下のものとする。

・住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる事

項が示されたもの

・出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の

３に規定する中長期在留者は、住民基本台帳法第３０条の４５に規定す

る国籍等を記載した事項が示されたもの

  ・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者は、住民

基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等を記載した事項が示された

もの

  オ 出入国管理及び難民認定法第１９条の３各号に掲げる者は、旅券その

他の身分を証する書類の写し

カ 返信用封筒（８４円切手を貼り、送付先を記入したもの）

（２）外国において、学校教育における９年の課程を修了していない者

  ア 認定申請書（埼玉県指定様式）

イ 履歴書（埼玉県指定様式）

ウ 学校教育法施行規則第９５条第２号から第５号のいずれかを満たす

証明書（原本とする。写し不可）

・第２号 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものと

   して認定した在外教育施設の当該課程を修了した者

  ・第３号 文部科学大臣の指定した者

  ・第４号 就学義務猶予免除者等の中学校卒業程度認定規則（昭和４１

   年文部省令第３６号）により、中学校を卒業した者と同等以上の学力

   があると認定された者

  ・第５号 その他高等学校において、中学校を卒業した者と同等以上の

   学力があると認めた者

エ （２）ウの証明書を提出できない場合は、外国における最終学校卒業

  （修了）証明書

オ 日本国籍を有しない者は住民票の写し（国籍の記載のあるもの）

    当該住民票の写しは以下のものとする。

・住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第５号に掲げる事

項が示されたもの

・出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第１９条の

３に規定する中長期在留者は、住民基本台帳法第３０条の４５に規定す



る国籍等を記載した事項が示されたもの

   ・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理

に関する特例法（平成３年法律第７１号）に定める特別永住者は、住民

基本台帳法第３０条の４５に規定する国籍等を記載した事項が示された

もの

  カ 出入国管理及び難民認定法第１９条の３各号に掲げる者は、旅券その

他の身分を証する書類の写し

キ 返信用封筒（８４円切手を貼り、送付先を記入したもの）

７ 認定申請書類に関する注意事項

（１）履歴書

  ア 学歴は日本の小学校に該当する学校から最終学校卒業（修了）まで

   すべて記載し、年次の記載はすべて西暦とする。

イ 職歴についてもできるだけ詳細に記入し、年次の記載は学歴と同様

とする。

ウ 写真は申請日前から６か月以内に脱帽正面で撮影した縦４ｃｍ×

   横３ｃｍのものを所定の欄に貼り付けること。

  エ 日本語で記入すること。

（２）最終学校卒業（修了）証明書

   日本語で記載された証明書とする。

  附 則

この要領は平成２７年５月１８日から施行する。

  附 則

この要領は令和２年４月１日から施行する。

  附 則

この要領は令和３年４月１日から施行する。


